
電波法の一部改正案について
（電波法及び放送法の一部を改正する法律案）
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（１）電波監理審議会の機能強化

（２）携帯電話等の周波数の再割当制度の創設

（３）その他特定基地局の開設指針の制定に関する制度
の整備

（４）電波利用料制度の見直し



2（１）電波監理審議会の機能強化

◼ 電波の有効利用の程度の評価（有効利用評価）について、これまで総務大臣が電波の利用状況調査の結果に
基づき行ってきたところ、技術の進展等に対応したより適切な評価を行うため、広い経験と知識を有する委員から
構成される電波監理審議会が行うものとする。

◼ 電波監理審議会が総務大臣に対し有効利用評価に関し必要な勧告をすることを可能とするとともに、総務大臣が
勧告に基づき講じた施策について電波監理審議会への報告を義務付ける。

周波数再編
アクションプラン(毎年)

周波数割当計画
（告示）

電波の利用状況調査・評価(毎年)

①携帯電話・全国BWA
②各種無線システム（①を除く）

【周波数再編のPDCAサイクル】

【電波監理審議会の機能強化】

○有効利用評価の方針の制定

○有効利用評価のための免許人等に対する自律的なヒアリング

○有効利用評価の実施・勧告（周波数再編・再割当て）

→新たな部会の設置、特別委員の追加

Plan

Do

Check Action

Check機能の強化

新たな電波利用システムの
導入

電波の利用ニーズが
高い帯域での

周波数再編、再割当てを加速
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（参考）携帯電話等の周波数の割当状況（令和４年４月時点）

◼ 携帯電話等の電気通信業務用基地局が使用している周波数について、次の場合に再割当てができるようにする。

➢ 電波監理審議会による有効利用評価の結果が一定の基準を満たさないとき

➢ 競願の申出※を踏まえ、再割当審査の実施が必要と総務大臣が決定したとき

➢ 電波の公平かつ能率的な利用を確保するため、携帯電話周波数等の再編が必要と認めるとき

※ 競願の申出ができる制度を新設

※ 排他的に免許申請できる期間を「５年」から「10年」に延長する。
開設計画の認定に基づい
て割り当てられた周波数
（認定期間終了）

開設計画の認定に基づい
て割り当てられた周波数
（認定期間中）

単位：MHz

（２）①携帯電話等の周波数の再割当制度
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開設指針制定の申出
§27の13Ⅰ

申出人、既存免許
人に通知・公表

§27の13Ⅳ

開設指針の制定の
必要があると判断

開設指針の制定の
必要がないと判断

電波監理審議会
に諮問

・指針制定の要否の決定

電波監理審議会
に諮問

・指針制定の要否の決定

電波の
利用状況調査

周波数の再編の必要があ
る場合

一定の基準に満たないとき
（指針を制定することができる§27の12Ⅱ ）

申出人、既存免許
人に通知・公表

§27の13Ⅳ

指針を制定しない
ことの決定
§27の13Ⅱ

指針を制定する
ことの決定
§27の13Ⅱ

（指針を制定す
ることができる
§27の12Ⅱ ）

（指針を制定すること
ができる§27の12Ⅱ）

既存免許人に意見聴取
（義務）§27の12Ⅳ

既存免許人に意見聴取
（義務） §27の12Ⅳ

電波監理審議会に
開設指針を制定しな
い旨の報告§27の12Ⅶ

申出人、既存免許人に意見の
聴取（義務） §27の13Ⅲ

開設指針の制定要否の検討

電波監理審議会に諮問

・開設指針の制定

開設指針の制定

開設指針案の検討

①電波の有効利用の程度が一定の基準を
満たさないとき

③携帯電話周波数等
の再編

②競願の申出

・・・法改正事項

既存免許人・申出人に
対し報告の求め§27の12Ⅵ

既存免許人に及ぼす影
響の調査§27の12Ⅴ

開設指針の制定の
必要があると判断

開設指針の制定の
必要がないと判断

（２）②再割当てに係る開設指針制定の流れ

電波監理審議会による
有効利用評価
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周波数の
使用期限

認定期間
（移行期間※＋10年）

※最大10年

新
た
な
認
定
開
設
者

既
存
免
許
人

再割当て
(認定日)

移行期間

無線局

免許 一斉再免許 一斉再免許

➢ 移行期間中は、再免許申請のみ
可能。

➢ 周波数の使用期限の直前に行う
再免許においては、免許の有効期
間を周波数の使用期限に合うよう
に設定。

※開設計画の認定の
有効期間終了後

（２）③周波数の再割当てに係る移行期間等
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◼ 周波数の再割当てを行う場合において、周波数の円滑な移行を促進するため、新たに周波数の再割当てを受けた
事業者が、既存免許人の移行費用を負担する終了促進措置の活用を可能とする。

◼ 事業者間の終了促進措置の協議が調わない場合、電気通信紛争処理委員会にあっせん・仲裁の申請を可能と
する。

• 新たな事業者が既設基地局等を順次移行させながら、新たな基地局を整備し、
順次サービスを開始

• 新たな事業者が移行費用を負担することにより移行終了までに必要な期間を短縮

整備後、順次ｻｰﾋﾞｽ開始 サービス提供

事業者間協議・
順次移行

協議が調わない場合、電気通信紛争
処理委員会においてあっせん・仲裁を
申請できる仕組み。

サービス提供

移行 移行 移行
既設基地局等

（２）④携帯電話システム間の終了促進措置及びあっせん・仲裁の申請
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◼ 携帯電話等の周波数を使用する特定基地局の認定開設
者は、認定計画に記載した設置場所以外の場所にも、特
定基地局の開設に努めなければならないこととする。

【特定基地局の開設に係る責務のイメージ】

① 特定基地局の開設に係る責務

◼ 携帯電話等の周波数の割当てに当たって、開設指針の記
載事項として、例えば、事業者ごとの割当て済みの周波数の
幅等を勘案して、事業者ごとに申請可能な周波数の幅の上
限に関する事項など電波の公平な利用に関する事項を追
加する。

○ 事業者ごとに申請可能な周波数の幅の上限に関する事項

【電波の公平な利用に関する事項例】

② 電波の公平な利用の確保に関する事項の開設指針
の記載事項への追加

特定基地局の開設が可能なエリアの範囲内で、割当てを受け
た携帯電話等事業者に対する認定計画に記載した設置場所
以外での特定基地局の開設に係る責務の規定を整備する。

特定基地局の開設が可能なエリアのうち、事業採算性等の観点から
開設計画に記載されない場所も生じ、当該場所で特定基地局が開
設されないと当該場所での電波は死蔵される。

携帯電話(MNO)事業者

○ 接続・卸役務提供の促進に関する事項

(例)

•A社：○MHz幅

•B社：△MHz幅

MVNO事業者

接続・卸役務提供

（３）その他特定基地局の開設指針の制定に関する制度の整備
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◼ 今後３年間(令和４年度～令和６年度)の電波利用共益事務の総費用や無線局の開設状況の見込み等を勘案した電
波利用料の料額の改定を行う。

◼ 電波利用料の使途について、Beyond 5G(いわゆる6G)の実現等に向けた研究開発のための補助金の交付を可能
とする。

電波利用料制度は、電波法の規定により、少なくとも３年ごと※に検討を加え、必要があると認めるときは当該検
討の結果に基づいて所要の措置を講ずることとされている。

※現在の電波利用料額は、令和元年度に施行されている。令和４年度が前回の見直しから３年目に当たる。

・携帯電話等事業者

・放送事業者

・衛星通信事業者

・アマチュア無線

など

主な使途 主な免許人

電波利用料の支払
（免許人による費用負担）

・電波監視の実施

・総合無線局監理ｼｽﾃﾑの
構築・運用

・電波資源拡大のための
研究開発等

・電波の安全性調査

・携帯電話等エリア整備事業

など

電波の適正な
利用の確保

（電波利用共益事務）

＜使途の見直し＞

電波利用共益事務に関する事項(法第103条の２第４項第３号)

に「研究開発のための補助金の交付」を追加。

＜料額の改定＞

令和４年度～令和６年度に見込まれる電波利用共益事務の
総費用や無線局の開設状況の見込み等を勘案し、料額(法別表)

を改定。

注１ 使途については、現行の研究開発（総務大臣が主体となって
直接実施するもの）に新たな実施手段（補助金の交付）を追加。

注２ 電波利用共益事務の総費用（電波利用料の総額）について
は、現在の規模（750億円）を維持。

注 算定方法に関しては、前回（令和元年改正時）の枠組みを維持。

Beyond 5G（６G）
2030年頃～

（４）① 電波利用料制度の見直し
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基地局

交換局交換局

光ファイバケーブル

もしもし はい

携帯電話の

場所を把握

発信者

信号の

伝送方向

【携帯電話】
無線局単位＋電波帯域 により徴収

＜無線局単位により徴収される電波利用料＞
・携帯電話端末 150円(現行170円) / 局
・基地局 200円(現行200円) / 局

＜電波帯域により徴収される電波利用料＞
・電波帯域(470MHz~3.6GHz)1MHz当たり約3,286万円※

（現行約3,264万円）

・電波帯域(3.6~6GHz)1MHz当たり 約177万円※

（現行約148万円）
※専用帯域の料額。共用帯域の料額は上記の半額。

基地局
１局 200円

携帯電話端末 １局 150円

【地上デジタルテレビ】
無線局単位により徴収

＜無線局単位により徴収される電波利用料＞
・大規模局(東京) 約6.0億円(現行約5.7億円) / 局
・中規模局(近畿・中京) 約1.1億円(現行約1.0億円) / 局
・中規模局(県域) 約20万円(現行約19万円) / 局
・中継局 1,900円～約20万円 / 局

（現行1,800円～約19万円）

放送局

ﾐﾆｻﾃﾗｲﾄ局

放送スタジオ等

（テレビ受像機には
電波利用料はかからない）

光ファイバ
ケーブル等

中継局

中継局の場合
１局 約20万円
ミニサテライト局の場合
１局 1,900円

大規模局（東京）の場合
１局 約5億9,631万円
中規模局（近畿・中京）の場合
１局 約1億583万円
中規模局（県域）の場合
１局 約20万円

帯域1MHz当たり
約3,286万円(470MHz~3.6GHz)

/ 約177万円(3.6~6GHz)

赤字は改正案

（４）② 主な無線システムにおける電波利用料の料額（年額）
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意見
募集等

申請審査

•

最
低
限
の
要
件
を
満
た
し
て
い
る
か

確
認

•

希
望
が
競
合
し
た
場
合
に
実
施

◼ 携帯電話の基地局など、同一の者が相当数開設する必要がある無線局については、「特定基地局」と位置付け、
総務大臣がその開設に関する指針（開設指針）を定める。

◼ 特定基地局を開設しようとする者は、開設計画（基地局の整備計画）を作成し審査を申請。総務大臣の認定
を受けた者は認定の有効期間中、排他的に免許申請が可能となる。

➢割当てに際しての当該周波数の使用条件等に関する方針
（＝募集要項）

➢以下のような事項が盛り込まれる
• 割当対象となる周波数の範囲
• 既存無線局による周波数使用期限、終了促進措置
• 開設計画認定の評価の基準

（エリア展開、技術の導入、周波数の経済的価値等） など

開設指針

答申 答申

➢事業者による基地局の整備計画
➢以下のような事項が盛り込まれる
• 開設する基地局数、開設時期、エリア
• 収支見込み・事業計画
• 特定基地局開設料 など

開設計画

開
設
指
針
案
公
表

電
波
監
理
審
議
会
へ
の
諮
問

開
設
指
針
の
告
示

開
設
計
画
の
認
定
申
請
の
受
付

電
波
監
理
審
議
会
へ
の
諮
問

開
設
計
画
の
認
定

①
絶
対
審
査

②
比
較
審
査

（参考）携帯電話事業者等への周波数割当て


